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信用金庫における「地域密着型金融の取組み状況」について（平成 26 年度） 

 

一般社団法人全国信用金庫協会は、全国 267 信用金庫における「地域密着型金融の取

組み状況」（平成 26 年度）について下表のとおり取りまとめました。 
 

 

１．ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化 
 
（1）創業・新事業支援 

（単位：件、百万円） 

 件数 金額 

① 創業・新事業支援融資実績（注 1） 8,507 102,340 

② 出資した企業育成ファンドの数および出資総額（注 2） 111 5,593 
 
  （注 1）専用の融資商品だけでなく、通常の融資による支援実績も含む。 
  （注 2）自金庫組成か外部組織組成かは問わない。 

 

（2）ビジネスマッチング 
（単位：件） 

 件数 

① ビジネスマッチングの成約件数（注１） 10,905 
 

（注 1）販路拡大、業務委託、工事の受注等の企業間の業務上のビジネスニーズをマッチングさせた成約件数（各
金庫主催の商談会等において成約したものを含む）。 

 

（3）取引先の事業価値を見極める中小企業に適した資金供給方法 

（単位：件、百万円） 

 件数 金額 

① 財務制限条項を活用した商品による融資実績 1,648 164,421 

② 動産・債権譲渡担保融資の実績（注 1） 1,911 105,449 

 うち売掛債権担保および動産担保の併用による融資 578 42,692 

 うち売掛債権担保融資（※動産担保融資の併用なし） 752 31,103 

 うち動産担保融資（※売掛債権担保融資の併用なし） 576 31,334 

③ 知的財産権担保融資の実績（注 2） 0 0 

④ ノン・リコースローンの実績（注 3） 11 4,561 

⑤ 財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資商品によ

る融資実績（注 4） 
3,292 75,307 

 

（注 1）リース債権およびクレジット債権を担保とした融資は含まない。金額は、信用金庫と顧客との間の直

接貸出契約ベース（ＳＰＣ、信託経由は含まない）。 

（注 2）知的財産権とは工業所有権（特許権、実用新案権、意匠権、商標権等）や著作権を指す。 

  （注 3）ノン・リコースローンとは、返済原資を事業に係るキャッシュフローに限定した融資のこと。 

  （注 4）ＴＫＣとの連携による融資および独自商品（ＴＫＣ関連以外）による融資実績。 
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（4）海外進出支援 
（単位：件、百万円） 

 件数 金額 

①会員（卒業会員）の外国子会社への融資実績 39 2,635 

 

（5）持続可能な地域経済への貢献 
（単位：件、百万円） 

 件数 金額 

① ＰＦＩへの取組み実績（注１） 9 1,897 

② コミュニティ・ビジネスを行うＮＰＯ等への融資実績（注２） 618 10,479 
 

（注 1）金額は、プロジェクト会社への融資額。アレンジャーであるか否かを問わず、ＰＦＩに参加した全て

の実績。 

  （注 2）専用の融資商品だけでなく、通常の融資によるものも含む。 

 

（6）事業再生支援 
（単位：件、百万円） 

 先数 金額 

① 中小企業再生支援協議会の活用（注１） 1,366 210,776 

 うちメイン金融機関として持ち込んだ案件 757 153,841 

② 整理回収機構（ＲＣＣ）の活用（注２） 7 2,437 

 うちメイン金融機関として持ち込んだ案件 0 0 

③ 地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）の活用（注２） 19 6,108 

 うちメイン金融機関として持ち込んだ案件 5 3,699 

④ 産業復興機構の活用（注２） 34 1,468 

 うちメイン金融機関として持ち込んだ案件 14 932 

⑤ 東日本大震災事業者再生支援機構の活用（注２） 66 3,266 

 うちメイン金融機関として持ち込んだ案件 32 1,962 

⑥ 金融機関独自の再生計画を策定した案件（注３） 14,385 1,112,613 

 うちメイン金融機関として再生計画を策定した案件 9,820 891,226 

⑦ 出資した企業再生ファンドの数および出資総額（注４） 56 311 

⑧ デット・エクイティ・スワップの実績 2 232 

⑨ デット・デット・スワップの実績 52 10,692 

 うち十分な資本的性質が認められる借入金（准資本型） 50 10,479 

⑩ ＤＩＰファイナンスの実績 262 8,718 
 

（注 1）平成 26 年度中に新たに再生計画を策定した先数（平成 25 年度以前に持ち込み、26 年度中に計画を策定

した先を含む）。金額は支援決定時の当該先に対する債権残高（簿価）の総額。 

（注 2）平成 26 年度中に新たに支援決定された先数（平成 25 年度以前に持ち込み、26 年度中に支援決定された

先を含む）。金額は支援決定時の当該先に対する債権残高（簿価）の総額。 

（注 3）「合理的で実現可能性の高い経営改善計画」や「実現可能性の高い抜本的な経営再建計画」等を策定し

た先数。金額は再生計画策定時の当該先に対する債権残高（簿価）の総額。 

（注 4）自金庫組成か外部組織組成かは問わない。  
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（７）Ｍ＆Ａ、事業承継 
（単位：件） 

 件数 

② Ｍ＆Ａ支援実績（注１） 83 

 うち事業承継に係るもの 60 

（注１）支援先のうち、Ｍ＆Ａにつながった支援件数。 

 

 

２．職員出身以外の会員理事（職員外理事）の状況 
（単位：金庫、人） 

 平成 27年 3 月末 

金庫数 236 

人数  711 

 常勤 92 

 非常勤 619 

 



３．経営改善支援等の取組み実績（平成26年度）
（単位：先数）

 正常先 ①

うち その他
要注意先

②

うち 要管理
先

③

 破綻懸念先 ④

 実質破綻先 ⑤

 破綻先 ⑥

（単位：％）

 正常先 ①

うち その他
要注意先

②

うち 要管理
先

③

 破綻懸念先 ④

 実質破綻先 ⑤

 破綻先 ⑥

（注） ・期初債務者数及び債務者区分は平成26年４月当初時点で整理。

・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。

・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載。

　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。

・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分

　と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理。

・期中に新たに取引を開始した取引先については含まない。

・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。

・みなし正常先については正常先の債務者数に計上。

・「αのうち再生計画を策定している全ての先数 δ」には、金融機関独自の再生計画策定先のほか、中小企業支援協議会、ＲＣＣ、

　地域経済活性化支援機構、産業復興機構、東日本大震災事業者再生支援機構などと連携した再生計画策定先を含む。
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